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✓長時間労働とは

✓長時間労働と健康障害

✓長時間労働の面接指導

✓長時間労働による健康障害の防止









✓時間外労働（休日労働は含まず）の上限は、原則として、月45時間・年360時間で、
臨時的な特別の事情がなければ、これを超えることはできない。
36協定（時間外・休日労働に関する協定）で定める延長時間については、次の限度
時間（対象期間が3か月を超える1年単位の変形労働時間制の対象者を除く。）が定
められている。

✓臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、
・時間外労働・・・年 720 時間以内
・時間外労働と休日労働の3合6協計定・は限・度・時月間等10に0適時合し間た未も満のとなってい
・時間外労働と休日労働の合計・・・「２か月平均」「３か月平均」「４か月平均」
「５か月平均」「６か月平均」が、全て１か月当たり８０時間以内とする必要がある。

✓原則である月 45 時間を超えることができるのは、年６か月まで＊。
✓限度時間を超えて時間外・休日労働をさせる場合は、具体的に定めなければならず、
「業務の都合上やむを得ない場合」など恒常的な長時間労働を招く恐れがあるものは
認められない。また、限度時間を超えて時間外・休日労働時間をさせることができる
時間を限度時間に極力近づけるように努めなければならない。

＊改正労働基準法の上限規制は、令和 2 年 4 月1日から中小企業にも適用されました。なお、適用が猶予・除外となる事業・業務もあります。

労働基準法（抜粋）









引用:厚生労働省｜2023年4月1日から月60時間を超える時間外労働の割増賃金率が引き上げられます

「働き方改革関連法」によって、この猶予措置が廃止され2023年4月1日から
中小企業にも「月60時間以上の時間外労働について割増率50%以上の割増賃
金を支払う」義務が生じます。



◎法改正に伴い企業に求められる対応

✓ 代替休暇（有給）を付与する

✓ 割増賃金率の50％に引き上げて賃金を支払う

✓ 労働時間の把握・可視化

✓ 時間外労働の削減対策

✓ 就業規則の変更



36協定は限度時間等に適合したものとなってい

長時間労働による健康障害のメカニズム







長時間労働で面接指導の対象となる労働者とは









36協定は限度時間等に適合したものとなってい

過重労働による健康障害を防ぐためには

Ⅱ健康管理体制の整備・健康診断を行う
✓産業医等に対する労働者の健康管理等に必要な情報を提供する
✓健康相談の体制を整備する
✓労働者からの申請が適切にできるよう環境を整備する

Ⅰ時間外・休日労働時間を 削減する。
✓36協定は限度時間等に適合したものとなっているかを確認する





参考：長時間労働者の健康ガイド 独立行政法人労働安全衛生総合研究所 厚生労働省HP
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